
  ⽇本診療放射線技師会では，診療放射線技師の付加価値労働を可視化し，評価に結び
付けるためにアンケート調査を⾏い，その結果を基に診療報酬に対する要望書の作成を
してまいりました．アンケートは診療放射線技師の実態を映し出し，価値を可視化させ
る鏡であり，エビデンスとして評価されます．
  本アンケート調査は， 2024年度の診療報酬改定への要望書作成に向けて実施するも
のです．アンケート調査は診療報酬点数だけではなく，業務に対する取り組みの評価と
して施設要件に診療放射線技師の名前を⼊れ込む，つまり，診療放射線技師の存在価値
を⼤きくすることにもつなげたいと考えております．
 アンケートの実施期間は2023年１⽉１４⽇より２⽉１９⽇１９時までとさせていただ
きました。

対 象：JART会員

回答数：715件 （会員数の2.23% 2023年２⽉末会会員数に対して）

ご協⼒いただきました皆様。ありがとうございました。

アンケート結果を受けまして、本委員会から次項の要望書を執⾏部に対して提出させ
ていただき、2023年5⽉12⽇に厚⽣労働省保健局医療課 真鍋医療課⻑宛に「令和6年度
診療報酬改定に関する要望書」を提出させていただきましたことをご報告します。

また、アンケートの結果について要望書に続きましてお知らせさせていただきます。
本委員会では継続してこのようなアンケートを実施していく予定をしております。会員
各位の積極的なご協⼒をお願いいたします。
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令和6年度診療報酬改定に関する要望書 

 

平素より本会の活動に格別のご理解とご協力を賜りまして、厚く御礼申し上げます。 

本会は国民の皆様の安全・安心を実現すべく、医療技術の提供を通じて、疾病の早期発見・

早期治療、診療の質の向上、医療安全への取り組み等を推進しております。 

今年度におきましても、医療現場の実態調査を実施し、医師の働き方改革等、各種施策の

推進への協力を行っていく所存でございます。最終的な目標として、患者のために貢献できる

よう、以下の3点を要望させて頂きます。 

 

要望項目 

 

1. 「報告書管理体制加算」の対象範囲拡大についての要望 

 対象範囲を、「救急外来を含む外来診療全般」へ拡大 

 

2. 「医療画像表示用ディスプレイの医療機器化と管理」の評価についての要望 

 「適切な画像表示ディスプレイ管理」に関する施設基準への収載追加 

 

3. 「小児等への腹部骨盤部単純Ｘ線検査 被ばく説明」の評価についての要望 

 「小児腹部骨盤部単純X線写真：生殖腺防護に関する説明加算」の追加 

 

 

 

※上記内容の詳細は次頁以降に掲載






















